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はじめに
　乳幼児突然死症候群（Sudden　Infant　Death
Syndrorne：SIDS）は，「それまでの健康状態および
既往歴からその死亡が予測できず，しかも死亡状
況調査および解剖検査によってもその原因が同定
されない，原則として1歳未満の児に突然の死を
もたらした症候群」1＞と定義される疾患である．
原因の特定されない疾患ではあるが，疫学的には
「うつぶせ寝」，「喫煙」，「非母乳哺育」はリスク
因子であるとされており2），　1997年より厚生省
（当時）がこれら3因子を挙げ広くキャンペーンを
展開した．その結果，全国のSIDS発症率は1995年
の出生10万対44．3から，2008年には同14．0と，3
分の1以下に減少した3）．　しかし，依然1歳未満
の乳児死亡原因の第3位である．
　一方，北海道のSIDS発症率は減少しておらず，
2006年の発症率は出生10万対42．6で全国第1月半
記録，2008年も同36．5で全国第2位と全国平均を
大きく上回っている．また札幌市はさらに発症率
が高く，2008年の発症率は同40．4であり，札幌市
を除いた全道の発症率は同34．3となっている．北
海道の発症率が減少しない理由は定かではない
が，全国的には厚生労働省によるキャンペーンの
開始後，発症率が減少している事から，知識が十
分に普及していない事が一因と考えられる．事実，
2007年忌札幌市および近郊に位置する石狩・空知
支庁（以下，道央圏）で行った調査では，SIDSに
関する知識が十分に普及していないことが示唆さ
れたD．
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　札幌市とその他の地域ではSIDSの発症率に差が
あることから，道央圏以外の地域でもSIDSの知識
を調査する必要があると考える．そこで本研究は
まず上川支庁北部（以下，上川北部）を研究対象地
域とし，生後1ヵ月児をもつ母親を対象にSIDSに
対する知識の現状を明らかにするとともに，SIDS
発症率の高い道央圏での先行研究4）と比較を行う
ことにより知識と発症率の関連性を明らかにする
ことを目的とした．
対象・方法
1．研究対象
　上川北部の総合病院で出産した，生後1ヵ月児
を持つ母親を対象とした．
2．調査方法
　対象者の産科入院中に質問紙を配布，1ヵ月健
診時に回収した．質問紙配布期間は2008年12月目
日～2009年5，月31日，質問紙回収期間は2008年12
月29日～2009年6月30日である．また，道央圏と
の比較にはカイニ乗検定を用い，有意水準は5％と
して分析を行った．なお，分析にはSPSS　16．OJ　for
Windowsを使用した．
3．質問項目
　質問紙は，藤本の調査5）の質問紙を参考に，独
自に作成した．質問項目は「疾患名の知識」，「SIDS
のリスク因子に対する知識」，「対象者の属性（年
齢，初産・経産）」である．
4．　f命理白勺酉己慮
　本研究は，文部科学省・厚生労働省「疫学研究
に関する倫理指針」を遵守した．実施前に研究者
の所属機関及び研究対象施設の倫理委員会の承認
を得た．対象者には文書により十分な情報開示を
行い，研究協力に同意した場合も随時これを撤回
できる事，研究協力を拒否した場合も一切不利益
が無いことを説明し，研究協力及び結果の公表の
同意を得た．得られたデータは本研究以外では一
切用いない事とし，漏洩，混交，盗難，紛失等が’
ない様，適切に管理した．また，対象者個人およ
び対象施設が識別されないよう，データは連結不
可能匿名化とした．
結果
1．上川北部の結果
　質問紙配布数は155，回答数は57で回収率は36．8
％であった．対象者の年齢は30歳未満25名（43．9
％），30歳以上32名（56．！％）であった．初産・経
産別は初産婦25名（43．9％），経産婦32名（56．1％）
であった．
　SIDSの疾患名に対する知識は，「SIDSという病
気について知っていますか」という問いに対し，
「知っている」36名（66．7％），「名前は聞いたこ
とがある」17名（3！．5％），「全く知らない」1名（1．9
％）であった．SIDSのリスク因子に対する知識は，
「SIDS発症のリスクになると思うものを3つあげ
てください」という問いに対し，「うつぶせ寝」50
名（87．7％），「喫煙」47名（82．5％），「非母乳哺育」26
名（45．6％）の回答を得た．
2．道央圏との比較
1）道央圏における先行研究の結果
　先行研究は道央圏の3施設で2007年5，月15日～10
月18日の期間に行った，調査方法および調査内容
は本研究と同様である．質問紙配布数は530，回
答数は294で回収率は55，5％であった．「SIDSとい
う病気について知っていますか」という問いに対
し，「知っている」119名（40．6％），「名前は聞い
たことがある」166名（56．7％），「全く知らない」8
名（2．7％）であった．「SIDS発症のリスクになると
思うものを3つあげてください」という問いに対
し，「うつぶせ寝」181名（61．6％），「喫煙」168名
（57．1％），「非母乳哺育」85名（28．9％）であった．
2）上川北部と道央圏との比較
　SIDSの疾患名に対する知識では有意差がみら
れ，上川北部の方が「知っている」と答えた人数
が多かった（図1）．また，「うつぶせ寝」，「喫煙」，
「非母乳哺育」の3因子についても有意差がみら
れ，いずれも上川北部の方が回答数が多かった（表
1および図2－4）．対象者の年齢，および初産・経
産別の割合は，両群間で有意差がみられなかった
（表2）．
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考察
1．上川北部のSIDSに対する知識の現状
　調査結果より，SIDSの疾患名自体は生後1ヶ，月
児をもつ母親に広く知られていることがわかっ
た．一方，SIDSのリスク因子に対する知識は，「う
つぶせ寝」，「喫煙」が8割以上の回答があったの
に対し，「非母乳哺育」は45．6％に留まった．SIDS
の疫学的な発症リスクは「うつぶせ寝」で3．00倍，
「喫煙」4．67倍，「非母乳哺育」4．83倍と報告さ
れている2＞が，本調査では発症リスクが高い因子
ほど知識が普及していない傾向が示された．よっ
て，SIDSの疾患名のみならず，　SIDSのリスクを軽
減する因子に対する知識においても，更なる普及
施策を図っていく必要があると考える．
2．道央圏との比較
　本研究ではSIDSの疾患名およびリスク因子に関
し，いずれの項目も道央圏に比べ上川北部の方が
高い知識を持っていることが示唆された．母親に
知識を普及させる方法の一つとして母子健康手帳
の活用が挙げられる．SIDSについても1999年より
母子健康手帳に記載されている．しかし，母親が
母子健康手帳のすべてを読み，記載事項を理解し
たうえで育児を行っているとは限らない．本研究
を実施した施設では病棟独自のパンフレットを作
成し，それを用いて助産師が褥婦に対し退院指導
を行っている．そのパンフレットにはSIDSの危険
性が掲載されており，SIDSに対する知識の提供が
退院指導に含まれている．このように，母子健康
手帳に記載されている項目であっても，重要な個
所は丁寧に取り上げて退院指導を行うことが，母
親のSIDSの知識を高める要因の一つと考えられ
る．
　本研究では，SIDS発症率の高い札幌市を含む道
央圏の方が，上川北部に比べ母親の知識は低いこ
とが示唆された．これにより，SIDSの発症率と知
識との関連性があると示唆された．SIDSの発症率
と知識との間に関連性があるとするならば，知識
の普及によってSIDS発症率を減少させる可能性が
あると考えられる．北海道のSIDS発症率は，特に
高い札幌市を除いても，全国の2倍以上と高率で
ある．今後，更なる知識の普及に努め，SIDS発症
率を減少させていく必要がある．
おわりに
　本研究では，SIDS発症率の異なる上川北部と道
央圏とを比較することにより，SIDS発症率と母親
の知識に関連性が示されたが，本研究結果は1施
設のデータであり，直ちに一般化することは出来
ない．また，道内におけるSIDS発症率の格差と知
識との関連性に言及するならば，調査範囲を全道
に広げた調査が必要であると考える．そのため，
今後は調査範囲を拡大し，SIDS発症率と知識の関
連性について引き続き調査を行っていくことを課
題としたい．
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